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　飯田：それでは 2時23分になりました。時間が押しておりますので、プロ

グラムに従い第二部の「展望と可能性」を開始します。

　最初に「これからの高等教育行政が目指すもの」ということで、中央教育

審議会、大学教育部会等で大学院教育の在り方が議論され、大学院教育のあ

り方の答申がこの10月に準備がされているようですが、まだ文科省の方から

報告がありませんので、先送りされているのだと思います。

　この議論の中で社会人再教育というのが 1つのテーマになっています。そ

こで、私ども知財大学院が、国士舘大学の大学院の改革の最先頭を走ろうと

いうことで、本日のテーマを設定したわけであります。

　初めに本山教授、今回の江崎先生、久保田先生両氏のワークショップであ

る第二部の第 1テーマをオーガナイズされました本山先生から、いろいろそ
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の背景についてお話しをいただこうと思います。本山先生よろしくお願いい

たします。

　本山：では、第二部の方に移らせていただきたいと思います。第一部はこ

れまでの知財研究科の10年の華々しい成果をお示しいただいたということで

すが、これからは、今後の知財研究科の行く末を考えてみようということ

で、総合テーマということになります。今思えば約10年前、2004年に知財立

国を掲げて以来、わが国の本格的な知財保護時代に突入したわけでして、行

政レベルでは知財戦略会議と、あるいは裁判所でも知財高裁という専門の裁

判所ができたりして、社会的な知財の重要性が認識されたわけです。それと

同時にこの知財研究科も設立がなされまして、本格的な教育に入っていった

わけです。

　とは言え、知財の流れ、時代の流れというのは決してとどまる、固定化さ

れるものでもありませんので、どんどん変わっていくわけです。そのような

問題意識から今日の日本社会を眺めてみますと、知財保護とその実効性、あ

るいは行使、それを確かなものとするということについて、知財保護と司法

警察との関わりのあり方が新たな課題として生じているのではないか。表面

化しているのではないかというふうに感ずるところです。

　まず忘れてはならないことは、我々が教育の対象として、あるいはその研

究、あるいは学びの対象としている知的財産法ですが、これは刑罰法規だっ

たということです。例えば特許権の侵害の罪、著作権侵害の罪、あるいは不

正競争法防止による営業秘密の不正取得に関する罪、これらは10年以下の懲

役、もしくは 1千万以下の罰金、これは併科もあり得るということです。そ

れから法人の場合は、この両罰規定が効いて参りまして、場合によっては 3

億円以下の罰金ということにもなります。これは刑法の法規、犯罪との関係

で比較してみますと、窃盗犯は10年以下の懲役、50万以下の罰金です。覚せ

い剤所持犯にいたしましても、10年以下の懲役ということですので、これを
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形式的に比べても決して遜色のない、むしろ重い罪とも言えるわけです。

　もちろん知的財産権の性格は基本的には私財、あるいは私権で、その執行

に伴うコストも私人が負担するべきであるという考えはあり得ます。

　具体的には権利侵害が生じた場合には、その違法行為に対して自分のコス

トで訴訟を提起して、その不正を排除するということですが、ただ、これほ

ど今日のようにますます産業が高付加価値化して情報化いたしますと、一国

の国益の確保という観点からも、正当な知的財産の確保にその役割を期待せ

ざるを得ないというのが、この情報社会・ソフト社会というものです。そう

しますと、この知的財産には公益的側面というものを肯定せざるを得ない、

あるいは、否定することができないということになるわけです。その意味で

知財犯罪の取締まりは知財立国を目指す国の国益確保の観点からは必然では

ないかと思われるわけです。

　こうした知的財産の保護の公益的な認識は、依然記憶に新しい2012年の

ACTA、つまり「偽造品の取引の防止に関する協定」にも表れてもいるわ

けでして、具体的には商標の不正使用や著作権侵害行為の効果的、刑事的な

取り締まりを国際ルール化しようという協定です。これは日本が率先して創

設に尽力いたしまして、その日本が最初の批准国にもなっていると。それか

らまた近時の国際政治をめぐる報道で注目を集めたTPP については今更多

言を要するまでもないでしょう。その合意交渉に際しての主要な論点には、

著作権侵害罪の非親告化、つまり被害者ないし権利者の意思に関わらず、著

作権侵害行為を刑罰の対象とすべきか否かという点が含まれていたところで

す。

　もちろん、一言に知財犯罪行為の取り締まりと言っても、問題はそれほど

単純ではないということも認識しなければなりません。例えば最近の新聞記

事にもありますが、TPP による著作権侵害の罪の非親告化の動きに対して

は、とりわけ他人の作品のアレンジ、法律的には翻案行為になるわけです
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が、それによって成立している新たな創作活動に対してブレーキがかかるの

ではないかとの懸念が示されてきたところです。例えば、皆さんもご存じだ

と思いますが、コミックマーケット、コミケがあります。このコミケという

のは、他人の作品を利用しながら新たな創作物を作っていくという創作活動

の一種です。これは場合によっては権利侵害になるという判断もあり得る場

合もありますし、フリーだという判断が成り立つ場合もあるのですが、要す

るにグレーなのです。そういったところに非親告化の結果として警察捜査が

およぶことになりますと、こういったコミケ文化も衰えてしまうのではない

かというような懸念も出されるところです。

　現にごく近時ですけれども、この二次創作に関する問題として、『ハイス

コアガール』という漫画作品について、他人のゲームのキャラクター映像が

利用されたという事案がありました。画面を見ていただきますと、カブトム

シのお化けみたいなのがあります。左側に飛行機のようなものでしょうか。

ああいったものが、要するに他人のゲームのキャラクター映像がこの漫画の

中に利用されているという事案でした。これに対して、現に家宅捜索等が行

われて出版社や漫画の著作者について、書類送検が行われるといったことも

ありまして、これに対して法律家の間からは、漫画の創作文化の萎縮効果に

つながるのではないかという懸念も表明されたところです。

　このように知財犯罪と司法警察を取り巻く状況には、一方における取り締

まりの強化に向けた確実に必要な流れと、他方における、問題のデリケート

さに対する認識が顕在化しているわけで、こうした問題が、いままさに、

我々の目の前で渦を巻いているということもできるわけです。

　ところが、このような重大な課題を抱えた問題状況に対して、そうした司

法警察を担う人材の育成は、社会的にどのように担保されて、またそうした

人材育成の機会がどのように確保されているのかといった点を見回します

と、少なくとも従来型の大学、あるいは大学院という高等教育機関では、明
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らかにそのあたりの問題意識は希薄でなかったかと思われます。

　しかもその問題の核心は、単にこれから司法警察職を目指そうとする現役

の大学生に対するカリキュラム内容のみにあるのではなくて、むしろ現に現

場を担当している現職の警察官の、知財教育の機会をいかに用意すべきかと

いう点にあるように思われます。今後司法警察を目指す学生には、今後各大

学で期待される知財教育の充実によりまして、その知識獲得の機会が提供さ

れるわけですが、これに対して現職の警察官には、現にその犯罪取り締まり

の現場でしっかりとした知財知識が必要とされているにも関わらず、その知

識獲得の機会が与えられていないと考えられるからです。

　そこで、ということになりますが、このような現職の警察官の知財知識の

再教育、正確には初期教育と言ってもよろしいかと思うのですが、それを担

う可能性のある一つの教育機関として、知財大学院に期待が寄せられて良い

のではないかと思われるわけです。知財法の領域は狭いようで広く、かつ複

雑です。産業発達を目的に掲げる特許法等の産業財産権法と、文化発展を目

的としている著作権法は、その性格において水と油のごとく違うところがあ

ります。また保護の対象を情報とするが故に、その保護の範囲の捉え方が必

ずしも容易ではないという場合もあります。秘密性を有し得る場合、その取

り扱いにも困難な犯罪捜査上の課題を突きつけ得るところです。このような

広さと複雑さを備えた知財法の知識を習得する上で、体系的な教育がどうし

ても不可欠になります。そのような教育の必要性に際して、我々のような知

財大学院という教育の場がふさわしいのであろうというふうに考えられるわ

けです。

　もっとも、そのような知財再教育を実現する上ではさまざまな問題、課題

も生じ得るかと思います。そもそも警察組織の方が、そのような知財再教育

を目的に、現職の警察官にこういった実践的な教育の機会を与えようとする

のかどうかと。そしてそれを受け入れるとしたならば、その受け入れる側の
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大学院にはどのような体制が望まれるのかといったことも問題になろうかと

思います。

　このような問題につきまして、本日は壇上にお招きしております、江崎澄

孝先生と久保田裕両先生においでいただきまして、大いに議論をしていただ

こうと思っております。江崎先生は元神奈川県警本部の生活安全部長とし

て、まさに知財犯罪の取り締まりで、現場で指揮を取ってこられたという方

です。他方で現に各大学でも教べんをお取りであると伺っております。

　それから久保田先生ですが、ACCS、コンピュータソフトウェア著作権協

会の専務理事・事務局長として、長年著作権犯罪の取り締まりの問題に、警

察行政とともに歩んで来られた方です。言わばコンピュータソフトウェア犯

罪の取り締まりに向けてのパイオニア的な存在だったと言ってもよろしいの

ではないかと思います。誰よりも強くその問題意識をお持ちであるはずで

す。

　両先生ともに、本日の課題を検討していただくには、余人を持って代えが

たい方々であります。ではさっそく両先生にマイクをお預けしまして、じっ

くり検討していただきたいと思います。よろしくお願いいたします。

　江崎：皆さん、こんにちは。国士舘大学では 2回ほど、「神奈川県警の警

察官になりませんか」ということで時間をお借りして、キャリア教育と称す

るものをやらせていただいております。（現在は「非常勤講師」）また、大学

院には、警察を退職しました私の弟が、大学院博士課程におりまして、国士

舘大学には大変お世話になっております。

　今日は知財捜査官ということでお話しをさせていただきます。日本には知

財捜査官という概念はありません。なぜならば、知的財産権だけを取り締ま

っている警察官がいないからです。とはいうものの、今日お話ししたいの

は、警察における知財捜査の実態です。隣におりますACCS の久保田さん

は、ラガーマンなので突進して来まして、警察に来て「著作権侵害事犯をも
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っと取り締まれ」と檄を飛ばされます。とは言うものの知財捜査は簡単では

ないことがあります。そして産業界から「捜査をしてください」という協力

がないと、なかなか難しい部分があるのです。

　 1点目は、本山先生からご指摘があった、捜査員教育の現状というような

ことでありますけれども、知的財産権専門の捜査教育が行われているわけで

はありません。アメリカの捜査では、東大の玉井克哉先生の論文をお借りす

ると経済スパイ法というものがあり、日本のような不正競争防止法により営

業秘密侵害を取り締まるというものではないのです。FBI には、知的財産権

だけを捜査する連邦の捜査官というような捜査員があるそうですが、日本で

は、これは難しいかなと思います。 2点目では知財大学院法学部への期待と

いうことをお話しをさせていただいたらいいかと思っています。そして、 3

点目に知財大学院法学部への期待ということでお話しをさせていただいたら

いいかなと思っております。最後に「知財事件の捜査にあたって」というこ

とができない生々しい話です。

　また、罰則の話なのです。警察において知財捜査をどう考えているのかと

いうと、罰則と大きく関係があります。皆さんも警察というと、何をしてい

るところかわかりにくいと思います。当然殺人事件や、この間宮崎県でおじ

いさんが車を運転して起こした交通事故の捜査などがあるのではないでしょ

うか。この事故は、認知症だったのですが退院して二日目に起きた。おじい

さんは、免許証を返さないで運転していたためお二人の方が亡くなったとい

うような事件がありました。実際に皆さんが目にしているのは、交番のおま

わりさんをはじめとして、こういう捜査をする人たちだろうと思います。

　警察にとって知的財産権についてどういう反応があるのかというと、殺人

等他の刑法犯罪や人身交通事故の捜査と比較すると捜査に対する認識は低く

なりがちです。知的財産の罪というのは、懲役何年にするという罰は少なく

て、「自由刑」と言われているような、どちらかというと罰金になる可能性
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が高いというイメージなのです。警察官の感情として、「人が殺されたので

はあるまいし、そんなのいいじゃないか。会社が誰かに損失を与えられたな

らば、損失を与えた相手から金を取ればいいじゃないか。警察で捜査したっ

て、最終的に民事事件になり、最後に和解して、『あれは取り下げます』と

いうのでは困る」というところがあるのです。ですから、なかなか力が入ら

ないということもあるかもしれません。

　一般論として、そういう意識が働きがちですが、やらなくてはいけないと

いう状況があるのです。

　次の表ですが、警察庁の知的財産権侵害事犯の検挙状況の推移です。生活

安全局が出している資料です。

平22 平23 平24 平25 平26

（人）（事件）
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1000検挙人員検挙事件数

平22 平23 平24 平25 平26

検挙事件数 398 450 510 524 574

検挙人員 583 647 846 716 838

検挙法人数  36  49  52  33  58

（出典：警察庁生活安全局生活経済対策管理官「平成26年中における生活経済事犯の検挙状況等
について」）

図表23　最近 5年間における知的財産権侵害事犯の検挙状況の推移

　刑法犯という殺人、強盗、窃盗、強姦、強制わいせつというような事件

は、どちらかというと刑事部門が主体で捜査しています。華々しく捜査をし

ているようにテレビではやっていますが、現実は、あんな華々しい捜査では
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ありません。地味にコツコツと捜査していきます。また、特に法学部の皆さ

んに認識していただきたいのは、取り調べのときに机を叩いて「おまえがや

ったんだろう」などということは存在していない。皆さんご存じのとおりで

す。捜査では、被害の対象、あるいは加害の対象に合わせて、例えば少年が

被害に遭ったら少年課が出て行って事件を捜査するというようなこと。ある

いは風俗事犯と言われているような、賭博だとか、売春だとか、そういうも

のになると保安課というのが出て行って捜査を行います。

　知的財産権はどこが捜査しているのかというと、生活安全部門の生活経済

課というところが所管をしておりまして、生活経済課は、とても多くの法律

を所管しています。ガサッと言いますと刑法と特別法の風俗その他を除いた

法律を生活経済部門が所管しています。警察では「その他諸法令」と言われ

ているものです。生活経済部門に配置された警察官というのは、幅広い知識

と多くの知恵を出して、この現実は、どんな方が適用できるだろうか、法律

をあちこちひっくり返して、日本警察で、初めてその法律を適用するような

事件を捜査するということが多くなっています。

　警察の生活経済事件捜査の中で、久保田さんに解説してもらいたいと思っ

ているのは、平成24年の10月の著作権法改正で、私的使用目的であっても駄

目ということになっています。ここを少し久保田さんに解説してもらおうと

思います。

　久保田：いわゆる違法ダウンロードの刑事罰化の話です。もうピンとくる

人がいますか。前にいる人たちは上原先生の授業でやっていると思うのです

けれども。まず、2009年に違法にアップロードされたものを、そうと知って

ダウンロードする行為を民事上の違法にしたのです。ここでのテーマとし

て、民事上の違法と刑事上の違法とはどう違うのかということがあります。

著作権法というのは非常に複雑な法律で、民法の特別法なのですが、刑事罰

が付いているのです。先ほど本山先生や江崎さんが言われたように、著作権
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法違反は10年以下の懲役ということで、「刑法の窃盗罪とどちらが重たいで

すか」というと、懲役刑は上限が10年ですので同じですが、罰金刑は著作権

法の方が重たいので、答えとしては著作権法の方が重たいということになり

ます。それはどういうことを意味するでしょうか。まさに2002年に小泉政権

の下、今後日本を知財立国として立て直そうという方針のもとで、知的財産

を強化し、経済を活性化させようという背景があった。知的財産の一つであ

る著作権法の法定刑は 3年の懲役が 5年の懲役に上がり、あっという間に10

年以下の懲役まで付いたわけです。これはものすごくドラスティックな変化

があったと思います。物よりも情報の価値が高い社会がきたということで

す。

　皆さんもこれから就職先を考えるとき、もう物を売っている企業は立ち行

かなくなってきているのではないか、ソフトウェアやコンテンツ等「情報」

を売っている企業の方が、給料もいいしこれから伸びていく企業だと思って

いませんか。ソフト経済社会という観点から相対的にいうと、家電メーカー

に代表される物作り企業はとても苦しんでいます。物にくっついている情報

を売っているという発想になると、物があってそこに付加価値として情報が

付いていくと。自動車は物ですが、今やその価格の半分近くは制御系ソフト

ウェアが占めているとも言われています。ソフトウエア業界は、まさに情報

財であるプログラムを、ハードディスクやメモリーといった媒体に格納され

る場合もあるけれど、インターネットで、サーバー経由で皆さんの端末に直

接送信される。

　現在、ACCS の会員企業は約180社いますけれども、ほとんどゲームソフ

ト、ビジネスソフトやコンテンツ等、情報そのものを著作物として付加価値

でビジネスをしている人たちなのです。私の協会の理事長はカプコンという

ゲーム会社の会長です。任天堂やマイクロソフト社といった企業が経済を牽

引するようになってきています。そういう環境の中で、皆さんがこれから知
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財を勉強する意味というのは非常に重要だということです。

　先見の明があれば知財をやっていて損はないのです。さらに知財を理解す

るうえで、情報、情報財というのは何なのだということを、ぜひ考えてほし

いのです。情報財というかたちの中で情報が保護されている。そういう知的

財産が中心となる社会秩序をどうやって作り、維持するのかと言ったとき

に、その秩序維持機能の一端を担う警察官の人たちが理解し、修得していな

ければならないことは何か。情報財や知的財産が経済を育み、守り、皆さん

の生活や生業となる社会では、どんな人が警察官になってくれなければ困る

かという話なのです。国民レベルでも知的財産や情報財がきちんと守られ、

価値の高い情報が生まれて来る社会を目指さなくてはならない。

　江崎さんからお題としていただいた違法ダウンロードの刑事罰化というの

は、2009年には民事上は違法になったのですが、それでも違法ダウンロード

というものが減少しなかった。そこで、レコード業界や JASRACなどの音

楽業界が中心となって議員立法というかたちを取りながら刑事罰化させたの

が、 2年前です。ちなみに著作物の複製行為や公衆送信は懲役10年以下です

けれども、違法ダウンロードの刑事罰は懲役 2年以下です。

　どうして刑事罰が低いかというと、簡単にクリックしてしまうからです。

まだ我々の規範意識として、安易にクリック一つで違法ダウンロードをやっ

てしまう意識があるなか、10年の法定刑は重すぎると考えたのでしょう。ち

なみに、ストリーミングでの利用は合法ですよ。ダウンロードをして、自分

の端末にコピーした場合には著作権侵害で 2 年以下の懲役ということにな

る。アップロードだけでなく、違法にアップロードされた著作物をダウンロ

ードする行為に刑事罰が付いたことは重要な転機であったのです。

　今日不競法の話題も上がっています。冒頭の部分で江崎さんが指摘された

いわゆる営業秘密侵害罪は来年の 7月に施行されます。これから会社に就職

され、企業内のパソコン等で管理されている情報を、勝手に持ち出したり、
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その内容を他人うっかり話すと捕まることになりますよ。というように、一

般論として、これから管理された価値ある情報というものをうかうかと考え

てはいけない社会になった。そういう社会に生きる私たち国民は、どういう

かたちで秩序を守っていくのかというのが今日のテーマです。

　違法ダウンロードについて簡単に説明しておきますと、私的な領域での著

作物の複製行為は合法だというのは皆さん知っているかもしれませんが、著

作権法の大前提は、他人の所有物と同じように、他人の情報、他人の著作物

を利用する時には許諾を得て使うというのが原則なのです。ですから、許諾

を得ずにコピー（複製）できるというのは例外規定ですから、厳格に解釈さ

れなければならないのです。著作権法の論点としていろんなフェアユースの

問題とかありますが、社会人であろうが、学生であろうが、現時点では他人

の情報を使う場合には、許諾を得るというのが大原則です。

　私的使用目的の複製は、例外的に家庭内、それに準じる限られた範囲にお

いて複製する行為は、許諾なく自由に使えますよという条文（30条）がある

のです。その条文の上に、今度は有償の著作物である録音物、録画物という

ものを、違法にアップロードされたと知ってダウンロードする行為は、私的

使用目的の複製であったとしても違法であり罰則は掛かりますよと。その結

果 2年以下の懲役という法定刑が被りますよと。

　ここで先ほど江崎さんが「ここだけしか聞けませんよ」という話を一つし

ておくと、今の違法ダウンロードの刑事罰化として法改正されても実は、そ

ういう違法行為をしたとしても、我々権利者には摘発するすべがないので

す。これはプロバイダ制限責任法という法律も勉強されていると思います

が、権利者側はプロバイダの持っている情報を開示してもらわない限り、誰

がどこでダウンロードしたかということは分からないのです。

　そのことから、警察が違法アップロードしている者を捕まえたときに、そ

の取り調べの中で、ダウンロードしていることを犯人が告白、もしくはダウ
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ンロードしているということがパソコンの解析から分かる、サーバーからダ

ウンロードしたということが実態として分かった場合に、この条文が生きて

くるのです。我々権利者は警察の人から「こいつはアップロードもしていた

しダウンロードもしていたよ」というところを開示されない限りは告訴する

ことはできないのです。

　今のところ著作権法は、非親告罪ではなく親告罪が中心なので、我々が告

訴するかどうかという意思表示があって刑事罰が科せられます。違法ダウン

ロードの刑事罰化に関わる規程の整理でした。

　江崎：久保田さんが説明したとおり、刺した刺された、盗った盗られた、

というふうに、単純ではないから、面倒くさいのです。だから、久保田さん

とお付き合いすると面倒くさいのです。やらなければいけなくなってしまう

からです。警察は、違反があり、証拠もあるとしたらやらなければなりませ

んが、このダウンロードの捜査はなかなか難しいのです。アップロードをし

た人間というのは分かりやすいです。なぜかというと、こういうコンピュー

タものでいろんなもの集めている人は収集癖があるのです。いわゆるオタク

です。必要もないのにいっぱい集めるわけです。捜索したときに、ハードデ

ィスクの中にとんでもない量が入っていてうんざりするのです。本当は見た

くないのですが、あるものを見なければいけないのでやっているということ

です。

　とは言うものの、次のスライドを見ていただければ分かるとおり、平成22

年からの流れだけでやっていたものがそんなに増えていないのです。

　全国22万人の警察官がいて、全国47都道府県警察があるのですが、そんな

に著作権、知的財産権に関する検挙は増えていません。平成22年には398件、

検挙人員が583人、36法人を検挙していますが、平成26年でも574件、838人、

58法人という程度であるわけです。

　このようなことでやっていますが、次のグラフを何となくぼやっと見てい
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ただければ結構なのです。

　25年、26年の特徴的な事件を見ますと、インターネット利用がほとんどで

す。つまりインターネット上では簡単に偽ブランドの事件などを細切れで売

るのです。私が若いころ、捜査員だったころは、いわゆるシャネルだとかな

んとかというのを、Tシャツにブランドの商標を印刷してくれる業者がた

図表24　知的財産権侵害事犯の検挙状況（平成25年及び26年）

検挙事件数
検挙人員

検挙法人数
うち逮捕

平25 平26 平25 平26 平25 平26 平25 平26

商標権侵害事犯（偽ブランド事犯等） 241 247 346 381 215 233 14 23

うちインターネット利用 158 174 227 246 152 149 6 13

うちインターネット・オークション利用 103 99 132 127 80 66 1 2

著作権侵害事犯（海賊版事犯等） 240 270 279 348 146 147 5 15

うちインターネット利用 209 224 224 232 115 93 2 2

うちインターネット・オークション利用 36 51 43 57 27 35 0 1

その他 43 57 91 109 47 61 14 20

うちインターネット利用 16 23 31 26 21 15 3 3

うちインターネット・オークション利用 8 8 12 7 6 2 1 1

合計 524 574 716 838 408 441 33 58

うちインターネット利用 383 421 482 504 288 257 11 18

うちインターネット・オークション利用 147 158 187 191 113 103 2 4

注 1 �　平成25年の「その他」には、不正競争防止法違反（41事件）、農林物資の規格化及び品質表示の適正化
に関する法律違反（ 1 事件）、特許法違反（ 1 事件）を計上している。また、平成26年の「その他」に
は、不正競争防止法違反（55事件）、農産物検査法違反（ 1 事件）、意匠法違反（ 1 事件）を計上してい
る。そのうち、不正競争防止法違反16事件及び農産物検査法違反 1事件は、食の安全に係る事犯にも計
上している。

　 2 �　平成25年の不正競争防止法違反（41事件）には、営業秘密侵害事犯（ 5 事件）を含む。また、平成26
年の不正競争防止法違反（55事件）には、営業秘密侵害事犯（11事件）を含む。

　 3 �　平成25年の「商標権侵害事犯」のうち、4事件は商標法違反及び関税法違反であり、関税法違反の 2法
人 6 人は、その他の検挙人員及び検挙法人数に計上している。また、平成26年の「商標権侵害事犯」の
うち、5事件は商標法違反及び関税法違反であり、関税法違反の 2法人 9人は、その他の検挙人員及び検
挙法人数に計上している。

（出典：警察庁生活安全局　生活経済対策管理官「平成26年中における生活経済事犯の検挙状況等について）」
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くさんありまして、こういうところで作ってくれたものを、露天商などが売

っていたということが非常にあったのですが、今はそういう現実の世界では

なくて、インターネットが非常に多くなっておりまして、商標法、偽ブラン

ドは平成26年では247件検挙していまして、70.4％がインターネット利用で

す。

　もう一つの問題は、そこにインターネットオークションを利用した犯罪と

いうのが40％ありまして、実はこの偽ブランド事件というのは昔のように大

量に売っているのではなくて、どこかから一つ二つ手に入れてきて、あるい

は海外旅行で偽ブランドを手に入れてきて、それを高く売るというような、

詐欺のような行為が起きているということです。このようなことで、非常に

「知的財産権を検挙しています」と堂々と言えるような状況ではありません。

それはなぜかというと捜査自体が難しいからです。

図表26　最近 5年間における商標権侵害事犯の押収品の仕出地（単位：点）

平22 平23 平24 平25 平26

押収数 141,205 213,203 117,143 104,776 118,464

国内製造 252 260 5,530 23,524 3,469

国
　
　
　
　
　
外

韓国 9,032 7,228 15,230 10,425 56,461

中国（本土） 118,162 159,276 73,511 63,373 57,221

中国（香港） 17 62 61 22 472

中国（台湾） 825 83 0 0 1

タイ 85 394 0 41 215

フィリピン 120 1,246 0 0 4

その他 11 14 44 198 22

不明 12,701 44,640 22,767 7,193 30,599

　26年中に検挙した著作権侵害事犯270事件のうち、インターネットを利用して著作権を侵害した事件は
224事件（83.0％）であり、そのうち、ファイル共有ソフトを利用して公衆送信可能化権等を侵害した事件
は129事件（57.6％）であった。
　また、同年中に押収した著作権侵害品31万1,470点のうち、20万9,529点（67.3％）は、被疑者が日本国内
で複製したものであった。
（出典：警察庁生活安全局　生活経済対策管理官 「平成26年中における生活経済事犯の検挙状況等について）
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　では、これからTTPその他で問題になってきて、先ほど東大の玉井先生

の論文の話をいたしましたが、玉井先生の論文で言うような経済スパイ罪み

たいなものをどれだけ検挙しているのかと言うと、平成25年、41件不正競争

防止法を検挙しましたが、営業秘密侵害事犯は 5件しかありません。平成26

年は55事件ありまして、11件が営業秘密侵害罪でした。これはなぜ難しいの

かというと、非常に立証措置が難しい。それから企業側の捜査教育がないと

できない。捜査手法が確立されていない。何よりも問題は、先ほどのアメリ

カの経済スパイ法のような FBI の捜査官がおとりだったら、アンダーカバ

ー、いわゆる秘密捜査官、おとり捜査みたいなことをできるのですが、日本

ではおとり捜査が認められていませんから駄目だということになるのです。

ちなみに、この11件のうち 3 件を神奈川県警察が検挙したので、ここは鼻

高々に言いますが、11件中 3 件も神奈川県警が検挙したのです。実はこれ

は、私が生活安全部長当時に関わって捜査を開始したものがありまして、こ

こに「起訴状をちょうだい」と言って記念品で起訴状を持っていますけれど

も、これが起訴状です。この事件はとても難しかった事件です。

　先ほど先生方と「神奈川県警では新しもの好きなのでいろんなものをやっ

ています」という話しをしたのですが、実は、これまでもこれからも多分な

いだろうと言われている、バーゼル法と言う環境犯罪に関わる、バーゼル条

約で「後進国に産業廃棄物を売りつけてはいかん」というものですけれど

も、これについても日本初の検挙を神奈川県警でしました。そのときに、検

察官に事件を送致するわけですが、その前に相談に行くのです。「実はこう

いう事件を捜査していまして、送致するので起訴してくれませんか」と言う

と、警察官は「嫌だ。そんなわけも分からない法律は今まで判例もないし、

何の重要性もないのでしょう。それ、どうするの」という話をされるのです

が、捜査側は一生懸命捜査をしたので、なんとかして起訴していただきたい

と思ってやっているのです。



最先端技術関連法研究所 主催　知財シンポジウム　報告　81

　先ほどの馬さんは中国で弁護士さんをやっておられるかと思うのですが、

最初のページにもありましたが、いわゆる商標法、偽ブランドの仕出し国が

どこかと言うと、今国内製造は非常に少なくなりました。ほぼなくなってい

る状況ですが、ただ、これは押収されたものだけですのでこんなかたちなの

かと思うのですが、やはり中国が 5 万7,000点。そして韓国が 2 万6,000点と

いうことです。そしてファイル共有ソフト、先ほど久保田さんの方で話があ

りましたファイル共有ソフトの事件というのは129件ありまして、このうち

のファイル共有ソフトで流通しているものは、ほとんど日本のものをコピー

していますので、日本はかなりルーズだなあという感じがしております。

　これが大体、著作権侵害事犯はどうやって侵害しているのかと言うと、イ

ンターネット利用が83％で、押収された押収品は約21万件、67.2％が日本国

内で製造されています。つまり、ネットワーク上でいろんなものが流通して

いる著作権の侵害というのは、ほとんどネット上で行われているということ

で、インターネットに関する教育は非常に必要だと思っています。

　こんなかんじで、やはりインターネットのいろんなソフトウエアの侵害と

いうのは非常に多いので、ACCS の久保田さんのところに非常にお世話に

なって捜査をしています。このへんの捜査について、しゃべっていい話とい

けない話があると思うのですが、どんな捜査をしているかという話、あるい

はどんなものを検挙しているかという話を久保田さんにしていただきたいと

思います。

　久保田：それでは時間のこともありますので、皆さんの手元にある協会の

方のレポートを見てください。中身を読んでいただけると、どんな協力を警

察にしたり、事件化するためにどのような作業をしているのか理解できま

す。

　権利者団体が権利侵害対策としてパートナーの警察の方と、秩序維持の観

点でどんな役割を果たしているかというのは、ぜひこの資料の方を見ていた



82　最先端技術関連法研究　第16号

だきたいのです。著作権侵害事案でもうっかり一般の人々がやっている行為

が完全にアウトであり、大丈夫ではないということなのです。

　特に経済スパイ防止法との関係で言うと、アメリカは非常に厳格に厳しい

法体系を持っていて、ある意味で厳罰主義です。日本では同じようなことを

やっても、さっき言ったような罰金刑しかなかったら、また立件が甘かった

ら日本において経済スパイを行えばそのリスクが低いとの判断がされること

になります。グローバル企業のグローバル情報を抜こうと思ったら、日本で

抜けばいいじゃないかと。捕まったとしても刑事罰も低いし、刑務所に入る

恐れもないとすれば、日本の企業がターゲットになるだけでなく、ある種の

経済スパイ天国になる可能性はあるのです。そういった観点もあって不正競

争防止法における営業秘密侵害罪というのは、これから多分知財法の中でも

国家の安全というレベルも含めて、非常に重要な法律になってくると思いま

す。

　著作権法との関係が深くなると考えています。先ほど言いましたように日

本がこの不競法の改正をするきっかけにポスコ事件があります。これは韓国

の製鉄企業が住友金属という日本の製鉄会社の知的財産をはじめとする企業

情報を抜いた話です。30万ファイルという驚くべき情報量が漏洩したので

す。玉井先生はそのレポートの中で、その30万ファイルの中にはプログラ

ム、ソフトウエア、それぞれ企業秘密に関わる著作権法の保護の客体になる

デジタルデータがいっぱいあったと報告されました。

　ということは、この不競法の侵害行為自体の法定刑は10年で、著作権法も

10年です。そうすると警察においてこういった事件を扱うことになると、ま

ずは多大な著作権侵害の事実を立て、その結果そのかたまりのようなもの

が、いわゆるこの営業秘密侵害罪を構成する、そういった構成要件の該当性

を証明していくことになるのではないか。そのときに、とても有用な法律と

して著作権法が効いてくるだろうと。
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　次に TPP の関係で、我々も11月 4 日に文化庁に呼ばれてヒアリングを受

けるのですけれども、業界としてTPP への関心事項として保護期間が、50

年から70年になるということがある。一般論として、著作権者側から言う

と、70年になると20年間プラスされて儲かったかなと思うかもしれないけれ

ども、ゲームソフト業界をはじめソフトウエアの業界は、自分たちのプログ

ラムの著作物を著作権で保護してもらっていると同時に、他社のいろんなデ

ジタルデータをソフトウエアでコントロールし、取り込んでいる。というこ

とは他者の著作物の利用者でもあるのです。権利者であってユーザーなので

す。

　そうすると、著作権法がただやたらに強化されれば我々ソフトウエア業界

が得をするかというと、逆にゲームメーカーなどは、プログラムは持ってい

るけれどもゲーム画面の背景の映像とか画像とかBGMである音楽とかは他

人の著作物ということも多い。そうするとそろばんを弾いたときに、プログ

ラムの著作権の保護期間延長は主張したいけれども、他社の情報を使おうと

なったときに、70年になると20年分許諾を取らなければならない。今回の

TPP で出た法改正は、本当に権利者にとって有効かどうかというのは分か

りません。

　少なくとも今著作権に関する限り、輸出超過か輸入超過と言えば、完全に

ディズニーやハリウッド、多くのビジネスソフトを例にとるまでもなく、輸

入超過です。これが我々の、先ほど出てきたような日本のアニメとかゲーム

とかいったものを輸出超過に転じて、日本が今度は海外に輸出していくこと

になったときには、著作権の保護期間が長い方がいいわけです。というよう

な、ソロバン勘定ができる程度の知的財産に対する知識を持っていないと、

日本の経済の秩序として知的財産の秩序をどう考えるかというような発想ま

で行かないわけです。

　先週も獨協大学で授業をしてきました。学生さんの話を聞いていると、
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「自分は音楽と映像をユーザーとして使っており、著作権が強化されて自分

がダウンロードをして見たり、YouTube などに関わっていたら著作権侵害

でお縄になるのはいやだよな。面倒くさいな」というふうに感じるようで

す。著作権の授業を聞いていても、頭の中に描いている著作物は映像と音楽

ぐらいなのです。でも著作権法を勉強すると、例示列挙されているだけでも

たくさんあるわけです。特に産業財産的な価値の高いコンピュータのプログ

ラムという著作物もあるわけです。

　視点を変えて文化的側面から、知的財産における著作物を勉強してみる

と、生活、営みそもの。先ほどひな壇に上がった彼らが、いろんなところで

著作物の話しをしていましたけれど、皆さんがこれから出て行く社会は著作

権とは切っても切れない関係があるということです。すでに、著作権と縁の

ない企業はないです。

　そういう意味では知財を学ぶとき、著作権をしっかりやっておく必要があ

る。特許商標のところは弁理士さんとか専門家がいますけれど、少なくとも

著作権をしっかり勉強して、例えば私は今、ビジネス著作権検定というとこ

ろの委員長を10年やっているのですが、これを取っておくと就職のときに役

に立ちます。著作権法を勉強しておくと、知財の中の入り口としても、情報

法としての著作権法も非常に面白いです。個人情報保護法と著作権法の法体

系は違うけれども、情報として比較したときにとても面白い結果が出てきま

す。

　質問を一つします。「著作権法と個人情報保護法とどちらの刑罰が重たい

ですか」と結構乱暴な質問をするのですが、皆さんどちらが重たいと思いま

すか。個人情報保護法と著作権法、どちらが法律として重たいか。著作権法

だと思う人。では他の人は個人情報保護法だと思うのですか。そうしたら勉

強不足です。個人情報保護法の方の目的 1条を読んで、著作権の 1条を読ん

だら、明らかに建て付けが違うのです。個人情報保護法の方が、有用な情報
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を有用として使い、なおかつプライバシーや個人情報の主体に対してアプロ

ーチしなければいけませんよという法律なのです。基本的には罰則は低いで

す。許認可大臣の警告があっても、なおかつ情報の流出や漏えいをしたよう

な場合には罰金50万ぐらいです。そういう法律なのです。

　だから今何が言いたいかというと、情報というものとして著作権や個人情

報や、これから皆さんが就職する会社や組織の持っている情報の価値を知

る、そういう勉強をすることが、知財の勉強をすることと共にとても有用だ

ということです。

　情報という管理しにくいものを守るためには、「法」と「電子技術」と

「教育」が大切です。法は、各種の政府における審議委員となり、パブリッ

クコメントを通し、著作権法の改正や特許法の改正、そういうロビーイング

をします。

　もう一つは電子技術です。コピーコントロールやアクセスコントロールな

どソフトウェアやコンテンツを守るいろんな技術的制限機能のような技術に

ついて、また、課金と連動して、情報を使ったらチャリンとお金が落ちてく

るようなこういう技術のことです。

　私は、最も大事なのが法教育と考えています。教育啓発活動という意味で

法教育が最も重要で、ここを基本的に担っていくのが大学という機関なので

す。もし真の意味で知財立国を目指すのなら、一番お金を掛けなければいけ

ないのは知財教育です。

　デンマークは福祉で有名な国ですけれども、別に福祉にお金を出したから

福祉立国になれたわけではないのです。何十年も掛けて福祉教育をしたから

今のデンマークがあるのです。それと同じように、本当に日本を知財立国か

させようと思ったら、知財に関する授業を徹底的に教育していくということ

です。遅れてきますけれども 5年～10年後ぐらいのスパンで知財立国に向か

っていく、これは間違いないです。
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　協会の仕事も、法と電子技術と教育の中で、こういうシンポジウムやセミ

ナーでの講演や企業研修など、またビジネス著作権検定を通し、著作権の正

しい理解を普及しています。とりわけ、著作権侵害対策として年間60件近

く、ほとんどインターネットにおける事件ですけれども、警察の協力のもと

活動しています。

　鑑定も全部我々がやります。その鑑定書をまた警察に提出し、捜査に協力

することです。侵害行為の疎明をするための証拠収集なども行います。そう

いうやりとりがされ、関連しているのです。皆さんのお手元に届いているレ

ポートを見ていただくと、歴史的にどんな侵害事犯の変遷があったがわかる

でしょう。そして、刑事事件の手続きの流れも書いてありますのでぜひ見て

ください。

　江崎：久保田さんから話しがありましたとおり、実は知財を捜査するのに

とても必要な能力は、コンピュータフォレンジックとかデジタルフォレンジ

ック、つまり、コンピュータに関する科学捜査のことです。また、ネットワ

ークフォレンジックと言われているネットの追跡です。実はサイバー犯罪対

策に関する警察庁のホームページにこのように書かれています。「日本年金

機構などに対するサイバー攻撃で、個人情報が流出した情報窃取被害として

いる」と書いてあるのです。ここで初めて警察が「情報窃取」という話を書

いてくるのですが、皆さんも法学部の学生さんなので話しておきますと、日

本では、財物でないと窃盗罪になりません。電気だけが電気窃盗という方法

があります。しかしここに書いてきた情報窃取とは、法整備が進めば、これ

から情報も窃盗の客体になるかもしれないのです。

　中国の主席がアメリカのオバマ大統領と会談したときに、実は情報窃盗罪

というような訳がされています。今後日本の中では、こういうソフトウエア

等の脆弱性を狙って不正アクセスを行い、企業の秘密を抜いていってしまう

ということが起きる。アメリカの経済スパイ法に規定するような人間が暗躍
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して、情報を抜いていくというよりも、こちらの方が多くなるのではないか

と考えられますから、決して法律だけの課題でもない。技術の中でもやはり

ネットの技術というのが非常に重要になってきます。

　ところが、警察の実態は、ほとんどインターネットのネットワーク利用犯

罪というのは著作権と商標法がほとんどで、その他はエロ画像です。児童ポ

ルノだとか、わいせつ物の陳列とか、SNS で少女買春だとか、そういうも

のが主体です。しかしこれからは、簡単なエロ画像や偽ブランドといった現

実社会の販売、流通がインターネットに変わっただけではなく、久保田さん

もお話しされましたが、今後は、企業の大切な財産、知的財産を侵害する営

業秘密侵害罪になるのではないかと危惧しています。神奈川県警で11件中 3

件検挙しましたという話しをしましたが、今後、営業秘密侵害事犯は、かな

り真剣に捜査をしなければいけない時代になってきました。久保田さんから

お話しがありましたとおり、今年の 7月に営業秘密侵害罪に関する不正競争

防止法の改正が行われました。 6ヶ月以内の施行と言っていますから、来年

の 1月に施行されます。施行されたとき、もし「被害がありました」と親告

されたら、「捜査しません」とは言えないのです。非常に大きな課題になっ

ていまして、これから不正競争防止法の改正が、警察にとってかなり厳しい

状況になってきています。

　次の資料は経産省の資料です。見にくいかもしれませんが、先ほどからお

っしゃっているように、政府は知財立国なのだと。「知的財産推進計画2014」

とかいろんなことを言っております。ここは言ってはいけないかもしれませ

んが、このような法改正が行われていても、日本社会で、実際に誰が捜査し

ているのかというと、警察しか捜査していないということになります。ま

た、アメリカの中では法を改正すれば、全体としての対応が変わる。当然

に、捜査手法も変わると考えられます。次のページの「刑事・民事上の保護

範囲の拡大」ということについて説明します。



88　最先端技術関連法研究　第16号

　「営業秘密の転得者の処罰」といって、どんどん拡散していくわけです。

最初に盗った人から次々と行くのですが、例えばこういうことになります。

どこかの名簿を誰かが不正アクセスして盗って、それをコピーして、コピー

して、コピーして、コピーして、最後の 5番目に名簿屋が手に入れたとしま

す。その名簿屋をどうやって検挙するのかというと、その名簿屋が本当に不

正アクセスされた、違法に盗まれたものだということを知っていたと立証さ

れなければ、検挙できないということになります。

　このような営業秘密保護法制ができてきまして、次のページのところは各

国の比較です。ここについては、玉井先生の論文「米国経済スパイ法」とい

う一文によると、アメリカでは営業秘密を持って海外に渡航しようとしたも

のを空港で出国拒否して、空港で留め置いたわけです。そいつを検挙すると

いうことまでやっています。ただ、日本の法律の中でこれができるかどうか

は全然研究されていません。日本では、法律だけが先行していて、どうやっ

て捜査するのか、適法な相曽方法について研究も検討もされていないような

気がしています。

　次は、「営業秘密の転得者処罰」です。先ほどの名簿やの事例ですが、 3

番目、4番目、5番目でも、転得者を処罰するのです。しかしこれを、「情を

知って」という立証をどうするのかというようなことは、非常に分かりにく

くなっています。刑事ではなく、民事上の損害賠償や差し止め請求では、知

らないことについて重大な過失がある場合に限定するとあり、重大な過失の

認定は難しいのではないかと考えます。それからもう一つが「国外犯処罰の

範囲の拡大」ということです。「海外にあるサーバーにあるものについても

対象となりますよ」と言っていますが、今日本の中で、例えば誰かのコンピ

ュータが踏み台にされて、海外のサーバーから何らかの攻撃が行われたと

き、その海外に対して捜査協力をしています。ICPOというのを聞いたこと

があると思いますが、ICPOルートで捜査協力をしたとしても、ほとんどの
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国は梨の礫です。

　私も生活安全部長であったときに、中国のサーバーを使っているので、こ

ういう通信がないかということで ICPOルートを通じても全然駄目で、外務

省ルートを通じても全然駄目、それどころではなく、あるとかないとかもの

反応もしてこないのです。そもそも書類を送ったのが何だったのかよく分か

らないぐらいになっておりまして、やはり外国でも同じように法律でやって

いただいて、なおかつその外国が得をしないと教えてくれないということに

なります。多分、これって「国家戦略なのです」。決して知的財産権の単純

な国内捜査ではなくて、本当は国家戦略なのではないかと思っています。特

に「輸出入の譲渡、輸出入の規制」というところがあります。水際作戦が非

常に必要になりまして、ここを何とかしたいと思うのですが、現物であれ

ば、税関とかそういうところがやってくれるのではないかと思いますが、イ

ンターネット上では水際作戦なんて本当にできるのか危惧しているところで

す。

　また次は、「未遂行為の処罰」というところがありまして、「未遂を処罰」

というふうになっていますが、これは意外と使えるかもしれません。つま

り、不正アクセスその他で何を狙ったのかということが分かってくれば、も

しかしたら取得未遂や開示未遂という部分で、今の不正アクセス禁止法を使

って何かできるのではないかなという期待は持っています。民事事件は可能

ではないでしょうか。ここあたりは先ほど先生からお話しがありましたけれ

ども、罰則が強化されまして、来年の 1月からはさっき 1千万円と先生がお

っしゃいましたが、 1月からは 2千万円になりますし、法人については 3億

円から 5億円になりますし、国外への使用・開示については10億円というと

んでもない金額になります。こういうようなことになります。

　時間もないので、経済産業省のホームページを見ますと、とても警察的に

は困ったなというのが赤字で書いてあります。経済産業省のホームページに
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は、「いろいろな知的財産の問題が起きたら、刑事責任の追求を捜査機関に

求めてください」と書いてありますが、「ほんとかよ」と思えます。次のペ

ージにはもっと面白いことが書いてあります。「特許」と書いてあって、「捜

査機関の担当者に事件の事前捜査を行い弁理士の鑑定書や産業財産権の判定

制度を利用し、自己の被害を根拠づける材料を自ら準備しておくことが大切

です」と書いていただいて、とてもありがたいなと思います。被害について

の証拠を明確にしていただいて被害届け出していただかなければ駄目です

ね。でもこれは親告罪だからそうなのですね。非親告罪だったらどうすれば

いいのでしょうか。インターネット上にこういう怪しいものがあって警察官

が見つけてしまったら、捜査官は犯罪ありと思慮するときは捜査をしなけれ

ばいけないのです。捕まらなければ捕まらなくてもいいのですが、捜査はや

らなければいけないということになりまして、丸投げされてもできるのだろ

うかという部分があります。

　そこへ持ってきてTPP です。10月 5 日に大筋合意したのです。大筋合意

したのがなんぞやというと、「著作権保護期間の延長」「著作権侵害の非親告

罪化」「著作権侵害の法定損害賠償の採用」というようなことがあって、こ

れは著作権だけなのですが、この他にもっといろんなものが、実は中に入っ

てのではないかと。まだ開示されていないので、何が入っているのかよく分

からないのです。やはり、今後ますます、業界団体の方々が、いろいろ協力

をしていただいてかなければならないことが多い。また、捜査側に捜査して

くださいと被害届を持ち込むのではない。最後の手段として警察に被害届け

出する、救済を求めるのではなくて、自分たちの業界や自分たちの会社の財

産はしっかり守っていただかなければならない。交番のおまわりさんに、

「実はうちの知的財産権が侵害されてね」と被害申告しても「へえ、それ何

の話ですか」と言われてしまいます。そうではなくて、しっかり守っていた

だきたいと考えていまして、ACCS の久保田さんがおっしゃったように、
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教育という部分には学校教育を、企業内での情報や企業秘密、営業秘密をし

っかり守る仕組みというのがないと駄目だということです。

　弁理士さんなどは特許や商標を申請するだけではなくて、クライアント企

業の営業秘密を守るというところについても、しっかり確認してもらわない

と対応できないでしょう。現状の知財捜査力では、そんなにいっぱい投げ込

まれても捜査できないのです。去年 1年で11件しか検挙できないのですよ。

47都道府県警察本部があっても、つまりそれぐらい時間を掛けても、この起

訴状を一つ作るのに 2年ぐらい捜査しなければこれはできないです。その間

に、我が国の企業で、どれだけ損害が起きるのかということです。ですか

ら、やはりこういうものについては、十分注意していただかなければいけな

いのです。知的財産の関係で大学にお願いしたいのは、一つは先ほどから知

財捜査官という話しもしましたが、皆さんが就職するときに企業において、

企業の対策、いわゆる情報とか秘密とか、そういうものをいかに守るべきか

という法律もしっかり勉強していただきたいし、技術も勉強していただきた

いし、社員教育するということも勉強していただきたいと思います。そうし

ないと日本の知財は守れません。

　次にお願いしたいのが、企業に就職したとしても、やはり企業にとっての

企業情報の防衛できるような学生さんが企業に就職するといいですね。先ほ

ど登壇された、何人かの方々は、企業の防衛のために知的財産の部門にいる

のですよね。パチンコの業界は知財への考え方が少し違っていましたけれ

ど、自分のところの著作権や商標権や知的財産権を守るために社員を雇って

いるのであって、他の会社のために守ってくれているわけではないので、自

分の会社を守るような社員を作るということをお願いしたいのです。それか

らまた教員になるという人もいるかもしれません。教員になったら、体育の

先生になろうと国語の先生だろうと、「情報ってすごく大事なんだぞ」とい

うことを、生徒に教えてあげられるような先生になっていただきたいなと思
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います。

　最後の「警察官に教えてほしい」というところでありますが、実態につい

て申し上げます。私は警察学校で教官をやっていました。初任科という交番

のおまわりさんを作るところです。当時の教科書を持ってきました。知的財

産権、財産侵害犯の取り締まりは 6ページしかありません。警察学校で 6ペ

ージしかないのです。じゃあこの 6ページ教えたのかというと、教えていま

せん。こんな難しいところまで行きません。何も知らない人を、交番のおま

わりさんにするためにやらなければいけないことが、もっといっぱいあるの

です。知的財産権についての、「さわり」くらいは、知っている学生がいた

ら、とてもいいですね。

　次に警察署へ赴任し、交番のおまわりさんから、「私は私服の生活経済の

経済捜査官になりたい」ということでなっていただいたらとてもありがたい

のです。専門分野に登用する前にどんな教育がされるのかというと、知的財

産権については、ほとんどされません。また、巡査部長、警部補という階級

になると幹部学校というところに行きますが、教官に聞いたところ、知的財

産権は教えていませんと言っていました。警察大学校は、警部になると行き

ます。半年近くも入校しますが、知的財産権について、ほとんど教えられて

いません。統計的、典型的事例紹介の時間が 1時間ぐらいあるでしょうか。

本来、捜査を指揮する人を作る大学ですが、ほとんど教えられていません。　

　では生活経済事犯取り締まりの育成コースはどうかということで確認して

見ましたところ、 2週間のコースで、知的財産に関する時限は90分 5 時限で

す。中身がどうかというと、 1時限は警察庁から来て、さっきの統計の数字

みたいな話しをします。こんなのを研究しました。あるいは事例を話しま

す。残りの 2時限が、知財管理団体と経産省から担当官が来て同じような話

しをします。残りの 2時限は、経産省から過去に行った知的財産の関係の捜

査の話しをしてくれるのですが、ほとんどは表見的に分かる偽ブランドと著
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作権侵害しかしません。不正競争防止法などという難しいものは全く触りも

しないということです。

　警察から事件を送致される検事なのですが、全然勉強していないから、警

察が捜査して送致されてしまったら、そこで初めて過去の事例やいろんなも

のを見て勉強しているということでした。ですから、捜査手法や手続きにつ

いては適法・適正に行われていて全然問題がないのですが、一番の問題は何

かというと、前段の「どうやって捜査するの」というところなのです。犯罪

事実を作り上げてしまって、送致して、起訴するかどうかは比較的今までの

刑事手続で分かりやすいのですが、最初の捜査の手順というところが全然研

究されていないというところです。

　今回思いつくままにお話ししたのですが、例えば知財の実務を大学院で研

究していただく。つまり、昨年11件の検挙事例があるわけですから、この不

正競争防止法の事件の捜査手法はどうだとか、こうこうこうじゃないか。刑

事手続に合わせて本当はこうだったのではないか。もう少しこういう方法で

できるのではないかということも、研究も可能なのではないかと思います。

ただハードルが高いですね。実際の事件ですので、事件が起訴されて、有罪

が確定して、相当時間が経たない限り生々しい話は出てこないということに

なりますが、起訴状などは存在しているのですから、今から準備をしていけ

ば、研究できる事例が集まるのではないかと考えます。

　もう一つは、例えば大学院の先生や、あるいは今日おいでになった弁理士

さん、そういう方々がせっかく研究をされているので、警察に行っていただ

いて講師をしていただいて、実際の実務はこうやっていますよというお話を

する機会を多くしていただく。あるいは今日のようなシンポジウムに警察官

においでいただけませんかと招聘することも必要ではないでしょうか。シン

ポジウムに参加していただくということもあるのではないかと思います。何

よりも期待しているのは、今日のこのシンポジウムが起爆剤になってゆく期
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待です。今回も、警察庁に「今日こういうところに行って、こういう話しを

してきました」という報告をします。そのときに警察庁が食ってくれて、

「では国士舘大学に捜査員の幹部を誰か派遣して研究させましょう」という

ふうに言ってくれないかなと淡い期待をしています。

　ということでいろいろ申し上げましたが、なかなか知財の捜査官というの

は育っておりませんので、ぜひ大学の法学部で知的財産捜査についての研究

をしていただき、その学生が警察官になる。あるいは企業人になって、ある

いは教員になって、そして情報がいかに大切なものかという教育をしていた

だくというようなことを期待して終わりたいと思います。ありがとうござい

ました。（拍手）

　飯田：江崎先生、久保田先生、どうもありがとうございました。第二部の

テーマ 1はこれで終了です。テーマ 2は、「職業実践力育成に向けたこれか

らの知財大学員教育」です。

　キーワードは「職業実践力育成プログラム、BP認定制度」という名前で

す。「Brush─up Program For Professional」ということですけれども、高度

人材養成のための社会人学び直し大学院プログラムというのが平成27年度、

予算額が 1 億5,200万円という範囲内で文科省の方の新しいプログラムが出

ております。具体的には大学、大学院、専門学校等が産業界と共同して、高

度な人材や中核的な人材の養成等を行うオーダーメード型の職業教育プログ

ラムを新たに開発、実践するとともに、プログラム履修者への支援を行うな

ど、社会人の学び直しを推進するということで動いています。

　長丁場になりましたので、このテーマでの議論は短時間で行います。ここ

は一人 3分でピシッと言っていただきたいと思います。職業実践育成プログ

ラムという認定制度が新たに設けられ、専門大学院の在り方が問われていま

す。ところで、本学知財大学院（総合知的財産法学研究科）は専門職大学院

ではありませんが、限りなく専門職大学院に近いカリキュラムで運営されて
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います。単位数も通常の研究職研究科の修了単位数の約 2 倍と、54単位で

す。従いまして、文科省が想定している120時間プログラムとはまったく違

うわけです。現在のカリキュラムの中でこのプログラムの内容を構成するこ

とは十分にできますが、時間数が異なります。従いまして、認定受けようと

すれば、例えば防災総研が防災基礎教育等で採用している認定制度のような

新しい仕組みが必要です。はたして、知財大学院でこれに対応することがで

きるかを検討するために、現実にどういう授業を著作権法、あるいは意匠法

等の科目でなされているかを、少し 3 人の先生方にお話しをしていただい

て、まとめていきたいと思います。三浦先生からよろしくお願いします。

　三浦：こんにちは。私は三浦正広と申します。著作権法を担当していま

す。私が国士舘大学に着任いたしましたのは、総合知的財産法学研究科がで

きたときで、ちょうど10年ということになります。学部の方では知的財産法

という講義を担当していますが、大学院は著作権法の講義科目と演習科目を

担当しております。著作権の場合に、今日は多くの弁理士の方や知財関係の

方がいらしていますが、普通、著作権法も知的財産法の中に含まれますけれ

ども、著作権法では人格権が保護されているというということに加えて、あ

と、メディア法としての色彩もありまして、100％知的財産法として分類さ

れるわけではないということを、いつも授業の中では話しております。大学

院の授業では特に判例研究といった方法で、演習科目などを行っておりま

す。具体的な題材を取り上げて、それについてああでもない、こうでもない

といったような解釈をするということです。

　最近特に気になっておりますのは、知財関連科目を担当している大学院の

先生方が集まる会議があるのですが、法律の先生が非常に少ないのです。知

財教育というのは、一昔前は法律の先生が多かったと思うのですが、今は経

営マネジメント法の先生とか、科学技術など理工系の先生方もいらっしゃい

まして、非常に法律学を専攻している方が少ないのです。法律を勉強してい
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る方の中で弁護士、弁理士の先生方、その弁理士の先生方もどちらかという

と法律出身ではなく理工系出身で法律を勉強されているという先生なので

す。ですから知財教育を受け、法律学の役割がどうあるべきなのかというこ

とを常々考えております。

　基本的には法律の勉強というのは法解釈学だと私は思っているのですが、

そういった先生方の中に入りますと、ああでもない、こうでもないという法

律学は、あまり面白くないようです。ただ時間ばかり掛かって議論している

といったようなイメージに受け止められがちなのですが、決してそんなこと

はありません。

　格好の例が、安保法案のときに憲法の先生方が、「政府見解が違憲だ」と

いうような見解を述べていましたが、知財に関しては「特許庁がこう言って

いるのだからこうなのだ」「最高裁がこう言っているのだからこうなのだ」

というふうにそのまま受け入れることではなく、「そうではない」と反論で

きるような勉強をしていただきたいというふうに思っております。今日は

OB、OGの方々にもそのような意見がありましたし、今日このシンポジウ

ムに参加してくださっている学部の学生の方も、恐らく知財に興味がある人

だと思うのですけれども、そのような意識を持って勉強していただき、ある

いは大学院に来て勉強していただきたいと思っています。以上です。

　飯田：続いて本山先生の方に、外国著作権というところでお願いします。

　本山：私は、大学院の方では外国著作権法という講義を担当しているので

すが、例えば自分の性格も、他人の性格との比較でよく分かるということが

あるのではないかと思います。やはり比較というのは自分を知る上で非常に

重要な手法なのです。

　そういう意味で、僕は外国著作権法という講義では、あくまで日本の著作

権法を知るために、その比較の対象として外国の著作権法を紹介しながら、

それを日本語の理解を深めるというようなスタンスで教えております。具体
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的な手法としては、単なる講義形式ではなくて、15回の講義のうちに 5つか

6つの事例問題を作成して、ケーススタディとしてその解決策を検討してい

くという方法をとっています。それは著作権法上の主要な論点に関する事例

問題なのですが、それについてAさんと Bさんがこういう紛争を生じてい

ると。そのときにAさんは Bさんに対してどのような請求をすることがで

きるかと。そういったことをみんな議論し合いながら考えていくと。ですか

ら単に僕が一方的にしゃべるのではなく、個々受講者に当てて、その回答を

求めていくというような方法を取っています。

　法律学というのはあくまでも具体的な紛争解決のための実践学、実学です

ので、法律知識を抽象的に分かっていても、それを社会で紛争解決する手段

として機能させることができないと、これは法律意識を持っているというこ

とにならないのです。ですから僕はそういう立場から、大学院での勉強で習

得してもらう知識も、あくまでも実際に使える知識を身に付けてほしいとい

う考え方で教育をしております。

　飯田先生の方から、職業実践に関する話しもありまして、その点で思いま

すのは、僕は、学部のゼミ生は著作権管理団体の JASRACに見学に連れて

いくわけですけれども、それはどうしてかと言いますと、これも実学として

の法律学の考え方に基づくのですが、要するに著作権法という法律が、通常

は主に教室で勉強している対象ではあるのですが、実際に自分で勉強したも

のが、実際に社会でどうやって機能しているのかということを現場で見聞き

してもらう。あるいはその権利に基づく仕事をしている人の声を聞いたり、

姿を見ることによって、著作権とはこういうふうに社会で動いているのだと

いうことが分かってもらうように教育に努めています。そういう意味で、こ

れからの大学院としても、実際に例えば権利関連の仕事をやっている方とか

音楽著作権の処理、そういった方々、実践的に法律を使っている方々に講師

として来ていただいて、そして学生に生々しい生きた法律を分かってもらう
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機会を与えていったらいいのではないかと思っています。以上です。

　飯田：ありがとうございます。まとめは後にしまして、続いて鷹取先生に

よろしくお願いします。

　鷹取：こんにちは、鷹取と申します。私は大学院の方では、意匠法、商標

法、不正競争防止法という科目を担当しております。意匠法、商標法、不正

競争防止法というのは、基幹科目として知的財産法学研究科の中心的な科目

の一つの分野だと考えております。ですから、この法律についての基礎的、

体系的な法的理解を深めるということに重点を置いて講義等行っているとこ

ろです。判例などもそういった点から、基本的な法的解釈の理解を助けるよ

うなものについては、極力取り上げようと考えて講義しているところであり

ます。

　この 3科目ですが、弁理士試験において必須の試験科目になっておりまし

て、この大学院で弁理士試験の免除対象科目というのがありまして、それと

の調整をする必要があり、私のところは基本的なところを最初に知識を享受

した後に、発展的な授業にしているのです。基幹科目というようなかたちで

の講義ですから発展科目の先生方の講義と重ならないように配慮するという

ことが、講義の際に配慮しなければならない例として注意をしていくことで

す。そういうことで 3科目はそれぞれ独立した科目で、それぞれ講義が独立

してあるわけです。ですので、それを全体的に体系的に全て講義できない科

目もあって、それが非常に工夫を必要とするところであって重複を避けるた

めにせざるを得ない調整になっています。そういうことがありますが、なる

べく具体的に意匠、商標、不正競争防止法も先ほどいろいろと話題に挙がり

ましたように、営業秘密というような点が非常に重要性を増してきていると

いう時代の背景がありますので、これらについても、法律でいかに目に見え

ない情報を保護する仕組みを作っていくか。そして、その仕組をどのように

証明して、どのようにそれによって法的な権利を行使できるようになるかと
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いうのを、しっかりと基礎的な知識として身につけてほしいと考えておりま

す。

　実践力という点ですけれども、最近話題になりましたオリンピックのエン

ブレムのトラブルなどがニュースで話題になりましたけれども、ああいうよ

うな新聞やタスクで話題になった事例などを参考にして、商標権との違いや

商品化するときの意匠権との関わりとか、プログラムに関する特許の問題と

かの複合的な絡み合いというのが知的財産の分野にはあるのです。そういう

ものも、著作権のみでなく知的財産を総合的にハンドリングして、知財ミッ

クスというようなかたちで、企業が有利に事業を展開できるような情報、知

識を享受できる、そういう能力を身につけていただけるように工夫していき

たいと思っています。以上です。

　飯田：ありがとうございます。スライドで分かるように、職業実践プログ

ラムの認定要件は、「●大学、大学院の正規課程及び履修証明プログラムで

あること、●対象とする職業の種類及び修得可能な能力を具体的かつ明確に

認定し、公表すること、●対象とする職業に必要な実務に関する知識、技術

及び技能を修得できる教育課程であり、授業時間の一定以上（ 5割以上を目

安）を以下の 2つ以上の教育方法による授業で占めていること。①実務家教

員や実務家による授業（専攻分野における概ね 5年以上の実務経験）②双方

向若しくは多方向に行われる討論（課題発見・解決型学修・ワークショップ

等）③実地での体験活動（インターンシップ、留学や現地調査等）④企業等

との連消した授業（企業等とのフィールドワーク等）」です。

　現在、知財大学院（総合知的財産法学研究科）では、①実務家教員や実務

家による授業、②双方向若しくは多方向に行われる討論は通常的になされて

います。③実地での体験活動（インターンシップ、留学や現地調査等）につ

きましては、インターンシップよりも強力なエクスターンシップというかた
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ちで、特許事務所で教育を受けるという授業も行われています。④企業等と

の連消した授業に関しては、JASRAC・特許事務所関連するものがありま

す。大学院としてみれば、このように時間数の短縮を除けば職業実践プログ

ラムの認定要件を満たしています。ここで、特に④に関連してですが、学生

の皆さんに認識して頂きたいことがあります。それは、本学法学部の教員に

は、他大学からすればうらやましくなる、とんでもなく高名な実務家教員い

るということです。

　例えば、裁判外仲裁（ADR）では、日本の第一人者といわれる中村先生

がいます。学部と大学院で教えています。ここで中村先生にちょっとADR

について説明をしていただきたいと思います。先生よろしくお願いします。

　中村：中村と言います。ご紹介いただきましたが、私は学部では裁判外紛

争処理法を、大学院では仲裁法という科目をそれぞれ担当しています。裁判

は、国家が提供している紛争解決手続ですが、それと違って裁判外で紛争を

解決する制度が裁判外紛争解決手続、いわゆるADRと言われている手続

で、これには、当事者間で迅速に、あるいは低廉に、あるいは専門家によっ

て紛争を解決するといったいろんなメリットがあります。

　とりわけ国境を超える紛争解決手段として仲裁が非常に注目されていて、

実際に広く使われております。また知財関係紛争にもADRが利用されてい

るという状況があります。したがって、民事紛争の解決は裁判所だけだと思

っている人が多いかもしれませんが、裁判外紛争解決手続いう選択肢もあり

ますので、皆さん頭の中に入れておいてください。ただし、ADRで重要な

ことは、当事者の合意に基づく紛争解決手続ですので、一方的にこれを利用

することはできません。

　最後に、本シンポジウムで気づかされたことは、本日出席の学生の皆さん

も既に気がついていると思いますが、日頃、個人の権利・利益、すなわち私

益を守るという視点から知財を見ることが多いのですが、公益的な見地、す
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なわち、我々日本人が日本の知的財産権をいかに守るかという点から知財を

捉える必要があるということで、本日は、前者のみならず日本の国益という

視点から議論がされました。後者の点から国益を守る知財の専門家を養成す

ることが重要であるということを非常に痛感いたしました。

　本学の学生の皆さんは知財の勉強をすることができる非常に良い環境に置

かれていますので、しっかり勉強して、将来、個人の知的財産権を守ること

のみならず、日本の国益を守るために活躍してもらいたいと思います。以

上、少しコメントをさせていただきました。

　飯田：どうもありがとうございました。まさに国士舘大、国士という言葉

で最後を締めくくれるような言葉でした。私の学部の教え子にも警察官 6人

いますし、知財の授業を受けた学生で警察官になった人も多数いるとおもい

ます。知的財産法を一生懸命勉強して「どこかで使えないかな」と職場で漏

らしていると、知財に関係することに使ってもらえたり、空港にいたりし

て、いろいろな話が出てまいります。ですから、いわゆる情報というのは非

常に重要なものだということで、情報犯罪は公的なものというふうに考えて

いただくと、まさに国士舘教育そのものといえます。できたら大学院の中に

短期コースということで、警察の現職の方と大学院生が交わって勉強できる

機会、例えば 7回コースとか 3回コースとか、そういうものが作れれば、プ

ログラムとしては一番いいのかなと思いますし、そのようにことも考えて進

んで行きたいと思います。そうすると仲間が非常に増え、学生諸君が活躍す

る場所も増えてくるのかなと思います。

　それでは番外編ということで、一部で話し足りなかったところを補いたい

と思います。先ず、今日特別に駆けつけて頂いた、少し変わったお仕事をさ

れている女性の先輩がいますので、少しお話しをして頂けるとありがたいと

思います。旧姓ですが石井麻衣子さんと言います。

　石井：ただ今ご紹介に預かりました石井と申します。ちょっと変わった仕
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事ということでご紹介いただいたのですが、私は今 CM制作を中心として、

その他映画制作、テレビ番組制作などを手がけております映像制作会社にお

りまして、そちらで法務の仕事をしております。 4年ほど前にこちらの大学

院を終了させていただきまして、そのときの先生方にいろいろ教わり、同級

生や先輩方に教わったことを生かしながら、今試行錯誤しているかたちで

す。

　飯田：何か良いことはなかったですか。

　石井：私自身は、大学は他大学の法学部を出ておりまして、国士舘のよう

な先進的な考えではなかったので、大学 4年間は完全に基本六法と言われる

ものをゴリゴリやるような大学生活でしたので、いわゆる、ここで力を入れ

て学べる実践力ですとか、ビジネスに直結するような授業ではなく、基礎理

論を固めるというようなかたちでした。ですから、企業で法務をやったとき

に直ちに使える知識があるかというと、完全に一から勉強し直しというよう

な感覚が自分自身にはありました。

　そういう中で著作権というのは、映像の世界では非常に重要なので、独学

で勉強を進めていたのですが、それに限界を感じて国士舘の方で勉強させて

もらうことになりました。先ほど比較するとよく分かるというお話しもあっ

たのですが、やはり著作権というのはさまざまな知的財産権の中の一つと位

置付けられる部分がありますので、特許や商標、意匠などを学ぶことによっ

て、著作権の位置付けというのも非常に理解することができましたし、体系

的な知識を得ることで自信を持って勤務することができるようになりました

ので、そういう意味では非常に恵まれた環境だと思っております。

　特に国士舘の大学院の印象としては、学部とはまた違うと思うのですが、

非常に先生方の面倒見も良く親身になってくださいますし、本当に近い距離

感で何でもお話しを聞いていただけるので、そういう意味では本当に貴重な

お時間をいただいたなという印象があります。
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　飯田：どうもありがとうございました。映画会社に勤めている方はあまり

みえないし、逆に放送・映像関係に就職したいと考えていた内田君のよう

に、重いものを担ぐために体力を蓄えてきたのですけれども、最終的には希

望の就職ができないということで 4年生の夏休みから弁理士志望に変えたと

いう学生もいます。就職でも資格試験でもどっちにも変更できる、これが実

は現代ビジネス法学科の今のところの特色です。法律学科の学生さんも現ビ

の授業を履修できますで、履修して、ステップアップするのも良いと思いま

す。

　最近は国士舘大というと、「知財」という言葉が出てくらいになってまい

りましたので、誇りを持って勉強して頂けると嬉しく思います。知財のプロ

グラムに関しましては、これからも警察関係、あるいはソフトウエア関係と

いうことで、協力関係をぜひ保ちながら、みんなで日本のために活動してい

きたいと思っておりますので、先生方、ご協力をよろしくお願いします。そ

れでは、最後に、言い足りなかった人、鈴木君いますか。隠れている人が一

人います（笑）。

　鈴木裕亮：今ご紹介に預かりました鈴木と申します。私は 2期生になりま

して、終了して以降、一般企業で 4年間 SEをやっていまして、去年転職し

て国士舘大学の情報システム科の方に所属しています。今の私の仕事はシス

テム関係の仕事なのですが、やはりこちらの分野に関しては、著作権とは切

っても切れない関係でして、例えば先ほどの講演の中に著作物の重要性は全

く増えてこないというお話しがあったのですが、基本的にそういった契約に

なっていまして、著作権法違反になってしまって、いろいろ問題になってし

まって問題が起きてしまう。そういった知識がないと、例えばシステムの方

としても、プログラムソフトウエアをいろいろ使ってしまうソフトウエアの

方も、知らず知らずのうちにはシステム化としてはシステムにはまってしま

って、あとあと大問題になってしまって、例えば著作権料の金額だけではな
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くて、特に企業絡みみたいなかたちになって、マスコミで公表されてしまっ

て、ブランドイメージが傷ついてしまうというかたちです。そういった苦情

は受けてしまいます。それを防ぐためには、やはりシステムにとっては著作

権の方の知識というのは非常に重要になりますし、そういった知識がどんど

ん必要になっていきますので、皆さま、どんどんこういった知識の方を、と

てもいい経験になりますので学んでいっていただければと思います。以上で

す。（拍手）

　飯田：ありがとうございました。では馬君、折角中国（北京）からこのシ

ンポジウムのためだけに来日頂きましたので、自分の宣伝も少ししてほしい

と思います。学生諸君、卒業後、中国企業とトラブルがありましたら、日本

のことをよく理解し、両国の法律に詳しいという馬弁護士に相談してくださ

い。今は、独立して一人で事務所を経営しています。親切な対応をしていた

だけます。知財大学院では、客員教授として、中国で著名な弁護士・弁理士

が隔年で授業をしています。中国の知財制度（立法関係含む）弁護士制度の

制定にもかかわっている人で、中国における「弁護士」の登録番号 2番目と

いう先生です。しかし、皆さん社会人になってからは年齢的に馬君の方を頼

って、弁護士として使っていただけるとありがたいです。まさに国士とし

て、皆さん仲間になるのではないかなと思います。では折角ですから、もう

少し宣伝していただきたいと思います。

　馬：分かりました。自分の宣伝より知財大学院を宣伝させて頂きたいので

す。本当に知財を勉強して良かったと思います。もし今日来られた皆さまが

知財に興味があったら、ぜひ知財を勉強してください。もし進学をした場合

には、まずしっかり勉強をすること。あとしっかり修論を。最後に周りの人

とコミュニケーションを取ることが大事であると強調いたします。

　なぜかというと、大学院でしっかり勉強すれば、社会に出て大学院で勉強

した知識を生かせる機会が沢山あると考えられます。なぜしっかり修論を書
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かなければいけないのかというと、やはり修論というのは人生一度しかない

チャンスですので、しっかり修論に力を入れれば、その後で仕事をする際

に、特にお客さまとメールで連絡するときに絶対に役立つと思います。では

なぜしっかり周りとコミュニケーションをしなければいけないのかというこ

とは、特に留学生にとって日本語を勉強する機会が少ないので、周りとよく

しゃべると自分の日本語能力もステップアップできるから、周りの人とコミ

ュニケーションをよくとると記憶に残ります。自分の人脈も作れますので、

社会人になってから絶対に役に立つと思いますので、ぜひがんばってくださ

い。知財を勉強してください。期待しております。以上です。（拍手）

　飯田：馬君自身の宣伝を期待したのですが、謙虚なのか（笑）。

　ところで私は、実務家としての仕事として、某デザイナーの国際的な知財

契約の関する顧問をしています。著作権、商品化権等に関し、中国で多くの

模倣品が出現し対処しなければいけないことがあります。将来的には馬君の

ところにお願いして、馬君が 1ヶ月も働けばベンツくらい買えるようになる

かなというぐらい仕事を出したいと思います。お互いに利益になることです

ので、国士舘の絆を強めていきたいと思います。あと話をしなかった人いま

せんか、内田君よろしいですか。

　ではフロアの方から何かご質問があれば承ります。「どうやって結婚する

のですか」という話でもいいですよ。「どうやって相手を見つけるのですか」

という話でもいいですよ。ゼミ生同士で結婚して、非常に上手にやっている

方もみえますので。遠慮なく、滅多にない機会です。今日のシンポジウムの

講師の先生方にでも結構ですけれども。よろしいですか。内容ですので、ち

ょっと時間オーバーしましたので、ここらで締めくくりたいと思います。

　ではこれで第二部、ありがとうございました。本日は大変長い間ありがと

うございました。最後の締めに法学部長の福永学部長よりごあいさつをいた

だきます。福永先生、よろしくお願いします。
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　福永：法学部長の福永でございます。今日は長時間に渡りまして、皆さん

参加してくださいましてまことにありがとうございました。卒業生の皆さ

ん、本当にありがとうございました。また江崎先生、本当にありがとうござ

いました。また知財の先生方もご苦労さまでした。また職員の方々にも会場

の設定からいろんな準備をしていただきました。ありがとうございました。

私も拝聴いたしまして、第一部の先輩方のお話しを聞いて、大変感銘を受け

ました。これだけの活躍する人材を国士舘大学は養成したのだと非常に誇ら

しくも思いました。先輩方の活躍を目の当たりにした皆さん、ぜひ先輩方の

ような弁理士、あるいはいろいろな企業法務、あるいは特許庁、そのあたり

で仕事をすることをぜひ考えていただきたいと思います。今日の第一部のお

話は、皆さんの進むべき一つの道を示してくださったものだと思います。皆

さんの前には明るい未来が開けていくのではないかと思います。

　また第二部、これは厄介ですね。私としては、お二方の講師のお話は非常

に重く受け止めなければいけません。国士舘大学法学部は現代ビジネス法学

科と法律学科の二学科体制です。本日、両学科の卒業生の活躍を目の当たり

にしましたけれども、今後国士舘大学法学部は、総合知的財産法学研究科と

手を携えて、車の両輪のごとく法学教育、特に知財教育に力を入れていかな

ければならないというところを、改めて感じました。今後はぜひそのように

していきたいと、私も微力ながら努力していきたいと考えております。ま

た、本日の先輩方の活躍は、知財の先生方の努力の賜物であるということも

私は実感いたしました。知財の先生方には心から御礼を申し上げていきたい

と思います。

　最後に学生の皆さん、今日は本当によく参加してくれました。そして、参

加された皆さんは多くの財産を得たかと思います。これだけの先輩方がおら

れるわけですから、国士舘大学の法学部に入った皆さんは自信と誇りをもっ

て勉強を続けてください。そして知財というキーワード、これを忘れない
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で、皆さんの一つの将来の道筋に加えていただきたいと思います。皆さんの

明るい未来と、そして本日来てくださった先輩方、講師の皆さん方、先生方

の今後の活躍をお祈りして、私の閉会のごあいさつとさせていただきます。

本日はどうもありがとうございました。（拍手）

� 以上


